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1.はじめに 
1.1 研究背景 
商品を販売する業務のサイクルが適切に回っている場合、よいキャッシュフローができ
て、企業にとって好ましい経営だといえる。 
今現在、グロバール化に伴い企業間の競争は激化しており、企業の経営を取り巻く環境
は著しく変化している。特に、買い手市場から売り手市場になり、消費者の需要も変化し
続けて商品のライフサイクルの短命になる。 
 
 
図 1.1－1 中小企業研究所の「製造業販売活動実態調査」より
(1)
 
 
 図 1.1－1 の中小企業研究所の製造業販売活動実態調査によると、売り手市場から買い手
市場になり、売れ筋商品が短い時間で販売できないことがわかる。1970 年代の売れ筋商品
は 1年未満で売れなくなる商品は 1.6％であるが、2000 年代は 18.9％に増加した。また 1970
年代以前、5 年以上売れない商品が 59.4％あるが、2000 年代に 5.6％に減少することがわ
かる。 
 こういう状況で製品を作りすぎる場合、結局売れずに不良在庫になる。そのためキャッ
シュフローを重視した経営へと企業の在庫管理の考え方が大きく変わった。 
在庫がいずれ売れていくものだから多く持っても構わないという考えから、不良在庫に
ならないために、最近企業経営ではできれば在庫を持たないようにしようという考えにな
っている
(2)
。しかし、商品をスムーズに販売するために一定の在庫が必要である。在庫がな
いならば、商売ができないことになる。在庫を減らすと、欠品につながり、商売機会を失
うとともに顧客離れを招き、長期的に売上が下がることにもなる
(３)
。在庫は多すぎても少
なすぎても経営を苦しめる。適切在庫は在庫管理の大きな課題である。 
2 
経営者は自社の在庫管理状況が適切かどうか、常に把握することが必要となっている。
在庫分析で棚卸資産回転率を利用して会社の在庫管理への取り組みを判断することができ
る。 
しかし、在庫の状況を把握する棚卸資産回転率は、在庫管理の善し悪しを相対的に把握
する指標であり、自社の管理能力が十分かどうか、過去の自社の実績、もしくは同業他社
との比較でしか判断できない。 
そこで、自社の在庫管理能力が適切かどうか把握するために、業種別の基準値を設定す
る必要がある。工業製品と食品では、そもそも賞味期限等の有無から棚卸資産回転率は異
なるため、業種によって在庫が経営に与える影響が異なることが考えられる。そこで業種
別に在庫が企業の収益性の与える影響の違いを明確にすることが重要である。 
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1.2 既存研究 
棚卸資産回転率に関する既存研究について述べる。主に中小企業の経営実態を計数によ
って把握し、業種別・規模別の経営指標を求め、研究の中には①製造業②販売業③運輸・
通信業、不動産業及びサービス業、④建設業のうち中小企業によって経営分析をして指標
を作った
(4)
。棚卸資産回転率は指標として表示されたが、具体的な基準値がない状況である。 
TKC 経営指標の中に日本国内中小企業を対象として検査結果を集約して各業種の財務諸
表の要約集計値、50 項目以上の経営指標分析値などを掲載しているが
(5)
、同じように具体
的な基準値を設定していない。 
さらに棚卸資産回転率は経営指標の中に効率分析の指標として表示されたが、在庫能力
分析に関する研究が少なく、企業の利益との関係性を記載していない。 
そこで、本研究では公表財務諸データを用いて、企業が自分の在庫管理能力を把握でき
るようになり、より適切な意思決定を行うことができるように在庫管理能力に焦点を当て
て、在庫管理能力を評価する指標である棚卸資産回転率の業種別の基準値を設定する。ま
た業種別に在庫管理が企業の収益性に与える影響の違いにいて明らかにすることを目的と
する。 
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1.3 研究目的 
本研究では、自社の在庫管理能力が適切かどうか把握するために、業種別の棚卸資産回
転率及び需要変動に対応する在庫調整能力を評価する棚卸資産回転率変動係数の基準値を
設定することを第 1の目的とする。 
また、工業製品と食品では、そもそも賞味期限等の有無から棚卸資産回転率は異なる。
したがって、業種によって在庫が経営に与える影響は異なることが考えられる。そこで業
種別に棚卸資産回転率と収益性との関係について分析し、在庫が企業の収益性に与える影
響の違いについて明らかにすることを第 2 の目的とする。 
本研究では代表的な上場の大手企業を選んで基準値を設定するため、ほかの企業がこの
基準値を参考にして目標を設定し在庫管理能力を改善するために活用可能である。 
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2.研究範囲及び対象 
2.1 業種の選定範囲 
本研究は在庫管理能力が適切かどうかを把握する。 
ここでは、日本経済新聞に日本全国上場企業の中、在庫を持っている電気機器、自動車・
自動車部品、商社、小売業の 4つの業種を研究対象として選定した
(6)
。 
  
6 
2.2 業種ごと対象企業の選択 
 本研究は電気機器、自動車・自動車部品、商社、小売業の 4 つの業種を対象に、日本
全国上場企業に着目して、また代表的でかつ売上高が大きい企業をさらに選択する。 
表 1 のように、4つの業種ごとに日本経済新聞に掲載されている 2012 年 9月 11 日時点の
売上ランキングの上位 10 社を抽出し、計 40 社を分析対象とする。売上が大きい順に研究
対象企業を表 2.2-1 に示す
注1
。 
 
            表 2.2-1  研究対象企業表 
電気機器 
自動車・ 
自動車部品 
商社 小売業 
日立 トヨタ 三菱商 イオン 
パナソニック 日産自 伊藤忠 セブン＆アイ 
ソニー ホンダ 丸紅 ヤマダ電機 
東芝 スズキ 三井物 三越伊勢丹 
富士通 アイシン 住友商 ユニー 
三菱電 マツダ 豊田通商 J フロント 
キャノン 三菱自 双日 ダイエー 
デンソー ダイハツ メディバル 高島屋 
NEC 富士重 アルフレッサ エディオン 
シャープ いすゞ スズケン ケーズ HD 
 
  
                                                  
注1
： ①商社の中に 10位は三菱食品がデータ期間の原因で研究対象外として 11 位のスズケ
ンを代わりに研究対象とする。 
②小売業に 9 位と 10 位はファストリとエディオンですけど、9 位のデータ期間の原因で研
究対象外として 11位のケーズ HD を代わりに研究対象とする。 
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2.3 研究対象データ期間選定 
EDINET で有価証券報告書を利用して企業の平成 18 年度から平成 23 年度の連体財務デー
タを用いて研究する
 (7)
。 
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3.対象業種の細分類 
 3.1 細分類の必要性 
棚卸資産回転率などを分析する時、業種や製品などによって異なるので、工業製品と食
品などそもそも賞味期限等の有無から単純に比較することができない。そこで各業種につ
いて業務内容に基づき、さらに分類する必要がある
注2
。 
 
 
 
 
  
                                                  
注2
：日本総務省統計局・政策総括官（統計基準担当）・統計研修所の作成した「日本標準産業分
類（平成 19 年 11 月改訂）」と会社四季報業界地図 2010 年版に基づいて分類した。 
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3.2 電気機器の細分類 
 日本経済新聞では、電気機器業種をさらに電気機器と輸送用機器二つに細分類した
(8) (9)
。 
電気機器の細分類を図 3.2-1 に示す。輸送用機器を作製しているデンソーはサプライチェ
ーン上の部品メーカーである。細分類された電気機器はすべて組み立てメーカーである。 
 
 
        図 3.2-1 電気機器細分類 
 
本研究では上位 10社を対象にしているため、輸送用機器のデンソーのみ部品メーカーで
ある。そのため、ほかの会社と一緒に分析できないので、参照として分析する。 
  
電機機器
電気機器
日立製作所
ＮＥＣ
三菱電機
東芝
富士通
パナソニック
ソニー
キヤノン
シャープ
輸送用機器 デンソー
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3.3 自動車・自動車部品の細分類 
日本経済新聞では自動車・自動車部品業種をさらに自動車と自動車部品二つに細分類し
た
  (8) (9)
。自動車・自動車部品の細分類を図 3.3-1 に示す。自動車部品を作成しているアイ
シン精機はサプライチェーン上の部品メーカーである。細分類された自動車はすべて組み
立てメーカーである。 
 
 
       図 3.3-1 自動車・自動車部品細分類  
 
本研究では上位 10社を対象にしているため、自動車部品のアイシン精機のみ部品メーカ
ーである。そのため、ほかの会社と一緒に分析できないので、参照として分析する。 
自動車・自動車部
品
自動車
トヨタ自動車
いすゞ自動車
日産自動車
マツダ
スズキ
ホンダ
ダイハツ工業
三菱自動車
富士重工業
自動車部品 アイシン精機
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3.4 商社の細分類 
日本経済新聞では商社業種をさらに専門商社と総合商社二つに細分類した
(8) (9)
。商社の
細分類を図 3.4-1 に示す。分類された専門商社は品種が一つだけで、特定の分野に特化す
る企業である。総合商社は扱っている品種が多くて、川上から川下までいろんな分野をす
る企業である。 
 
図 3.4-1 商社細分類 
  
商社
専門商社
株式会社メディパル
ホールディングス
アルフレッサ
ホールディングス株式会社
（株）スズケン
総合商社
三菱商事
伊藤忠商事（株）
住友商事
三井物産
丸紅（株）
双日株式会社
豊田通商
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3.5 小売業の細分類 
小売業は生産者や卸売業者から仕入れた商品を最終消費者に販売する業者である。売っ
ている商品やどのように売るかという業態別に百貨店、総合スーパー、家電量販店の三つ
を細分類とした
(8) (9)
。 
具体的に小売業の細分類を図 3.5-1 に示す。 
 
 
          図 3.5-1 小売業細分類  
  
小売業
百貨店
セブン＆アイ・ホールディングス
三越伊勢丹ホールディングス
Ｊ．フロント
高島屋
総合スーパー
イオン
ダイエー
ユニー株式会社
家電量販店
ヤマダ電機
エディオン
株式会社ケーズホールディングス
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3.6 細分類のまとめ 
 前述した細分類を整理してまとめる。本研究では、電気機器、自動車・自動車部品、商
社、小売業四つの業種における、電気機器、自動車、専門商社と総合商社、百貨店と総合
スーパーと家電量販店七つの業種を細分類とした。 
具体的に細分類の結果を表 3.6-1 に示す。 
 
           表 3.6-1  業種細分類 
電気 
機器 
自動車 
専門 
商社 
総合 
商社 
百貨店 
総合 
スーパー 
家電量 
販店 
日立 トヨタ メディバル 三菱商 
セブン 
＆アイ 
イオン 
ヤマダ 
電機 
パナソ 
ニック 
日産自 アルフレッサ 伊藤忠 三越伊勢丹 ユニー エディオン 
ソニー ホンダ スズケン 丸紅 J フロント ダイエー ケーズ HD 
東芝 スズキ  三井物    
富士通 マツダ  住友商    
三菱電 三菱自  豊田通商    
キャノン ダイハツ  双日    
NEC 富士重      
シャープ いすゞ      
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4.業種別棚卸資産回転率基準値の設定 
4.1 棚卸資産回転率の概要 
 在庫管理は自社がどういう状況なのかを把握したい場合、他社と比較する必要がある。
在庫の具体的な量は数量と金額で表現できるが、在庫が適切かどうかは販売量だけでは判
断できないことがある。一般的に売上が多ければ比例して在庫も増える。 
 そこで在庫管理の視点からみると、在庫が適切かどうかの判断に棚卸資産回転率を利用
した方がより正確に在庫管理能力を把握できる。 
棚卸資産回転率とは「在庫回転率」とも呼ばれ、棚卸資産の回転効率を表す指標で、会
計年度期間中の売上高を棚卸資産で割ったものをいう。計算式として 
 
 棚卸資産回転率＝
売上高
棚卸資産
  ------------------------------------------------- 式 1 
 
となっている。 
売上高とは企業が製品や商品、あるいはサービスを販売、提供した対価として顧客から
受け取った代金のことである。この式の中の売上高は棚卸資産回転率を求める期間内に販
売された分の売上高である。 
棚卸資産とは会社の本来の生産や販売、管理活動に必要な資産であり、会社が販売する
目的で一時的に保有している商品・製品・半製品・仕掛品・原材料などの総称をいい、「在
庫」とも呼ばれる。この式の中の棚卸資産は期間末時点の棚卸資産を使用する。 
棚卸資産回転率は商品や製品などの販売が効率よく行われているかを判断する効率性分
析指標で、一般に回転率が高いほど、棚卸資産の入庫から販売までの期間が短く、在庫管
理が効率的に行われていることを示す。逆に回転率の値が小さいほど、在庫として倉庫管
理費などがかかり、売り残って廃棄するリスクが高くなって在庫管理が適切に行われてい
ないことを示す
(10) - (13)
。
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4.2 業種別棚卸資産回転率 
本研究では在庫管理能力は在庫効率性の棚卸資産回転率と需要変動に対応する棚卸資産
回転率変動係数を用いて検討する。 
 棚卸資産回転率が分かれば、各業種の状況が違うことがわかり、また各業種の在庫管理
状態などを把握することができる。しかし、企業がこの業種で在庫管理能力がいい状態あ
るいは悪い状態であるか、具体的な基準値がわからないと、参考にできず、比較すること
もできない。また企業の在庫状況、在庫管理能力を評価することができない。したがって、
在庫管理能力を評価するために業種別棚卸資産回転率の基準値を求める必要がある。 
 
 業種別棚卸資産回転率 
業種別棚卸資産回転率を求める。各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで各年度の棚
卸資産回転率平均値を算出した。 
業種ごとの各年度の棚卸資産回転率平均値を表 4.2-1 に示す。  
 
表 4.2-1 業種別棚卸資産回転率年度別平均値（回/年） 
  電気機器 自動車 総合商社 専門商社 
総合 
スーパー 
家電 
量販店 百貨店 
平成 18 年度 9.037 10.582 8.996 17.779 16.952 7.680 27.273 
平成 19 年度 9.521 11.106 8.830 18.587 16.559 7.945 25.386 
平成 20 年度 9.251 10.888 9.274 19.214 16.900 8.845 24.428 
平成 21 年度 9.199 10.475 9.071 19.035 18.007 9.681 24.419 
平成 22 年度 9.115 12.110 9.801 15.488 18.483 10.666 25.502 
平成 23 年度 8.481 10.707 9.866 17.814 17.331 8.551 25.827 
 
 表 4.2-1 に示す業種別棚卸資産回転率年度別平均値のデータに基づいて各業種の全体的
な在庫管理能力を把握する。そして、具体的な各業種の棚卸資産回転率の六年間の年度推
移を図 4.2-1 に示す。 
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     図 4.2-1 業種別各年度の棚卸資産回転率推移 
 
図 4.2-1 によると、業種が違う場合、棚卸資産回転率が異なることがわかった。詳しく
業種の棚卸資産回転率の現状を見ると、全体的に棚卸資産回転率が上昇する傾向を見られ
るが、各業種により変動も少し違う。 
百貨店はほかと比べて棚卸資産回転率が高い。21 年度まで年々低下する傾向であるが、
22 年度から回復傾向が見られる。このことから、この業種は全体的にほかの業種に比べて
在庫管理能力が高いが、平成 21 年度まで低下し、また平成 22 年度在庫管理能力が以前よ
り改善したことがわかる。近年小売業の百貨店が在庫管理を適切に行ってきたと捉えるこ
とができる。 
総合スーパーと自動車及び家電量販店が平成 22 年度まで上昇傾向にあるが、平成 23 年
急激に下がることがわかった。この三つの業種の在庫管理は 23年度によく適切に行ってい
ないことが分かった。 
電気機器の棚卸資産回転率がほぼ一定である。在庫管理能力は大きく変化していない。
また総合商社が少しずつ増加することも分かった。一方、専門商社の棚卸資産回転率が平
成 21年度まで上昇するが、平成 22年度に急激に下がり、平成 23年度また大きく上昇する
ことがわかった。これは近年の在庫管理が適切に行なわれていないことが考えられる。 
百貨店の棚卸資産回転率が一番高くなる理由は、百貨店は「仕入れて売る」スタイルで
はなく、並んでいる商品はまだ卸やメーカーの財産であることが多い。商品が売れると同
時に百貨店が仕入れる（消化仕入）、もしくは卸から直接消費者のものになる（委託販売）
というような形態を取っているためと考えられる。 
 
 業種別棚卸資産回転率の増減変化 
経済状況により各年度、各時期は需要の状況がすべて同じではなく、需要の変動が大き
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い場合、在庫管理能力の評価は棚卸資産回転率基準値だけで判断することは不十分である。
そのため、需要変動に対応する在庫管理能力を評価する必要がある。 
各業種の経済影響に対する在庫管理能力を把握するために棚卸資産回転率増減を評価す
る。各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで各年度棚卸資産回転率のデータに基づいて
増減の値を求めた。各業種の棚卸資産回転率の増減を表 4.2-2 に示す。 
 
        表 4.2-2 業種別棚卸資産回転率の増減（回)  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
例えば、表の 18→19 は平成 18年度の業種ごとの棚卸資産回転率の平均値から平成 19年
度の棚卸資産回転率の平均値を引いた値（増減）を表す。 
表 4.2-2 の業種別棚卸資産回転率増減のデータに基づいて各業種の年度別の増減状況を
分析して各業種の経済影響に対する在庫管理能力の対応力を把握する。各業種の棚卸資産
回転率の増減を図 4.2-2 に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
             図 4.2-2 業種別棚卸資産回転率の増減 
 
  電気機器 自動車 総合商社 専門商社 
総合 
スーパー 
家電 
量販店 百貨店 
18→19 -0.484 -0.523 0.166 -0.808 0.393 -0.265 1.887 
19→20 0.269 0.218 -0.444 -0.627 -0.341 -0.900 0.958 
20→21 0.053 0.413 0.204 0.179 -1.107 -0.836 0.010 
21→22 0.084 -1.635 -0.731 3.547 -0.476 -0.985 -1.083 
22→23 0.634 1.403 -0.065 -2.326 1.152 2.115 -0.326 
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図 4.2-2 により、業種によって棚卸資産回転率の増減が大きく違うことがわかる。平均
値と同様に、この増減に関しても業種ごとに比較することが重要である。さらにこの増減
を各社ごとに見ることにより、各社の需要変動への対応能力を評価することが可能である。
これについて、リーマンショックなどの需要変動が大きい場合の A 社と B 社の生産台数を
図 4.2-3 と仮定し、説明する。 
 
 
 図 4.2-3 需要変動に対応する生産状況 
 
 図 4.2-3 では、平成 20年度の需要が大きく減少して翌年需要が徐々に増加すると仮定し
ている。A 社と B 社の需要変化に対応する在庫管理能力を検討する。平成 20 年度需要が減
少した時 A社は生産を減少させたが、B社は対応できず、以前と同じように生産して大量在
庫になった。また平成 22 年度需要が増加した時、A 社は生産増加したが、B 社は対応が遅
くまだ生産減少して市場の需要に対応できなくなって欠品状況になった。需要と比較する
ことにより、A社の需要に対応する在庫調整能力が B 社より優れていることがわかる。 
 しかしながら、需要はリアルタイムで計測できないため、需要変動に対応する在庫管理
能力を間接的に反映する棚卸資産回転率変動係数の基準値を求める必要がある。 
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4.3 業種別棚卸資産回転率の基準値の設定  
 自社の在庫管理状況を把握するために、適切な在庫管理能力を評価する指標である棚卸
資産回転率の基準値が分かれば、他社と比べずに在庫状況を判断することができる。業種
や製品の違いによって棚卸資産回転率が異なるので、業種別に棚卸資産回転率の基準値を
設定する必要がある。 
 本研究では各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで算出した棚卸資産回転率データを
用いて平均値を求めた。各業種の平均値を基準値と設定する。算出した各業種の棚卸資産
回転率の平均値を表 4.3-1 から表 4.3-7 に示す。 
 
表 4.3-1 電気機器棚卸資産回転率と平均値（回/年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.3-2 自動車棚卸資産回転率と平均値（回/年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
日立 パナソニック ソニー 東芝 富士通 キヤノン 三菱電 ＮＥＣ シャープ 
平成 18 年度 7.066 9.594 8.817 8.879 13.915 - 7.412 9.433 7.180 
平成 19 年度 7.791 10.493 8.684 9.317 15.314 7.953 7.726 10.092 8.316 
平成 20 年度 6.867 10.070 9.507 9.008 14.519 8.077 6.894 11.142 7.180 
平成 21 年度 7.339 8.119 11.177 7.907 14.519 8.598 7.071 11.355 6.701 
平成 22 年度 6.943 9.697 10.200 7.402 13.263 9.634 6.911 11.768 6.217 
平成 23 年度 6.839 9.450 9.183 6.899 13.371 7.463 6.317 12.151 4.656 
    平均値 9.101 
 
  トヨタ ホンダ 日産自 スズキ マツダ 三菱自 富士重 ダイハツ いすゞ 
平成 18 年度 13.275  9.371  10.420  7.887  11.498  6.258  6.646  17.391  12.495  
平成 19 年度 14.399  10.009  10.769  7.946  12.081  8.951  6.024  17.113  12.658  
平成 20 年度 14.067  8.048  11.100  9.259  11.829  10.436  5.575  15.787  11.890  
平成 21 年度 13.323  9.173  9.370  10.454  10.262  7.862  7.266  16.410  10.156  
平成 22 年度 14.563  9.932  8.932  11.248  11.805  9.660  9.498  19.343  14.013  
平成 23 年度 11.455  7.674  9.234  10.481  9.404  9.641  7.172  22.243  9.061  
                                                 平均値 10.978 
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表 4.3-3 専門商社棚卸資産回転率と平均値（回/年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4.3-4 総合商社棚卸資産回転率と平均値（回/年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
      
 
   表 4.3-5 百貨店棚卸資産回転率と平均値（回/年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       
メディパル アルフレッサ スズケン（株） 
平成 18 年度 20.399 19.333 13.603 
平成 19 年度 21.535 18.684 15.541 
平成 20 年度 21.396 21.146 15.100 
平成 21 年度 21.140 19.865 16.101 
平成 22 年度 16.851 17.023 12.590 
平成 23 年度 19.597 19.414 14.431 
平均値 17.986 
 
三菱 
商事 
伊藤忠 丸紅 三井物産 住友商事 豊田通商 双日 
平成 18 年度 5.518 4.992 8.701 6.883 4.062 16.301 16.519 
平成 19 年度 5.607 5.380 8.780 7.758 4.854 15.761 13.670 
平成 20 年度 6.110 6.711 10.393 9.290 4.180 14.745 13.492 
平成 21 年度 5.291 7.177 9.972 8.114 4.261 13.218 15.462 
平成 22 年度 5.364 7.240 9.899 10.013 4.436 15.150 16.507 
平成 23 年度 5.767 7.436 9.906 10.182 4.612 14.554 16.606 
平均値 9.307 
セブン＆アイ 三越伊勢丹 Ｊ．フロント 高島屋 
平成 18 年度 30.267 - - 24.280 
平成 19 年度 30.905 - 22.510 22.744 
平成 20 年度 30.052 21.485 25.541 20.635 
平成 21 年度 28.191 22.403 27.924 19.156 
平成 22 年度 28.122 21.375 31.272 21.238 
平成 23 年度 26.370 22.121 33.538 21.281 
平均値 25.473 
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表 4.3-6 総合スーパー棚卸資産回転率と平均値（回/年） 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
        表 4.3-7 家電量販店棚卸資産回転率と平均値（回/年） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
業種ごとの平均値を基準値として設定する。各業種の棚卸資産回転率の基準値を表 4.3-8
に示す。 
 
表 4.3-8 業種別棚卸資産回転率基準値 
業種 
棚卸資産回転率 
 基準値（回/年） 
百貨店 25.473 
専門商社 17.986 
総合スーパー 17.372 
自動車 10.978 
総合商社 9.307 
電気機器 9.101 
家電量販店 8.895 
 
イオン ダイエー ユニー 
平成 18 年度 13.487 20.355 17.014 
平成 19 年度 13.413 19.312 16.952 
平成 20 年度 13.724 19.331 17.645 
平成 21 年度 13.616 20.269 20.137 
平成 22 年度 14.765 20.073 20.612 
平成 23 年度 13.640 18.537 19.816 
平均値 17.372 
ヤマダ電機 エディオン ケーズＨＤ 
平成 18 年度 9.125 7.429 6.486 
平成 19 年度 9.136 8.393 6.307 
平成 20 年度 10.971 9.331 6.234 
平成 21 年度 11.840 9.866 7.337 
平成 22 年度 14.119 10.109 7.772 
平成 23 年度 9.658 9.420 6.575 
平均値 8.895 
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自社の業種の棚卸資産回転率と表の 4.3-8 の対応する基準値を比較することにより、自
社の在庫管理能力が業種でどの程度か把握することができる。 
さらに分析の結果、百貨店は最も棚卸資産回転率基準値が高く、25.473 [回/年]であり、
最も低い業種は家電量販店の 8.895 [回/年]であることを分かった。また専門商社と総合ス
ーパーの棚卸資産回転率の基準値はほぼ 17[回/年]であり、総合商社と電気機器の棚卸資産
回転率の基準値はほぼ 9[回/年]であることを分かった。 
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4.4 業種別棚卸資産回転率変動係数基準値設定 
経済状況により各年度、各時期は需要の状況がすべて同じではなく、需要の変動が大き
い場合、在庫管理能力の評価は棚卸資産回転率基準値だけで判断することは不十分である。
そのため、需要変動に対応する在庫管理能力を評価する必要がある。 
本研究では棚卸資産回転率変動係数を利用して評価する。業種別棚卸資産回転率変動係
数の基準値を設定する必要がある。 
 
 変動係数の概要 
変動係数は標準偏差を平均値で割ったものをいう。計算式として 
 
 変動係数＝
標準偏差
平均値
  ------------------------------------------------------- 式 2 
 
となっている。
 
変動係数は格差（データのばらつき）を表す係数である。格差が大きくなると変動係数
が上昇し、格差が小さくなると変動係数は下降する。 
標準偏差はデータの分布の広がり幅（ばらつき）を見る一つの尺度である。平均値と標
準偏差の値がわかれば、データがどの範囲にどのような割合で散らばっているか（分布）
がある程度明らかになる
 (14)
。 
 
 業種別棚卸資産回転率変動係数基準値設定 
企業の在庫管理能力を評価する場合、通常時期の回転率の効率性だけではなく、需要変
動が大きい場合の対応能力も考慮する必要がある。そこで本研究では各業種の棚卸資産回
転率の基準値だけでなく、業種別棚卸資産回転率の変動係数基準値も設定する。 
本研究では各業種の平成 18 年度から平成 23 年度まで算出した棚卸資産回転率のデータ
を利用して各業種の 6 年間の変動係数を求めた。各業種の変動係数の平均値を棚卸資産回
転率変動係数基準値として設定する。算出した各業種の棚卸資産回転率変動係数の基準値
を表 4.4-1 に示す。 
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表 4.4-1 業種別棚卸資産回転率変動係数基準値 
業種 変動係数基準値 
百貨店 0.072 
専門商社 0.075 
総合スーパー 0.049 
自動車 0.120 
総合商社 0.088 
電気機器 0.086 
家電量販店 0.117 
 
自社の業種の棚卸資産回転率変動係数と表の 4.3-8 の対応する基準値を比較することに
より、自社の需要に対応する在庫管理能力が業種でどの程度か把握することができる。 
さらに分析の結果、自動車は最も棚卸資産回転率変動係数の基準値が高く、0.120 であり、
最も低い業種は総合スーパーの 0.049 であることが分かった。 
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4.5 企業別棚卸回転率の比較分析  
  4.3 と 4.4 では各業種の棚卸資産回転率基準値及び棚卸資産回転率変動係数の基準値
を設定した。これらを用いて 4.5 では企業別棚卸資産回転率の比較分析を行う。以降、電
気機器と専門商社及び家電量販店を対象に企業ごとの棚卸資産回転率とその変動係数につ
いて分析する。 
 
4.5.1 電気機器における棚卸資産回転率の比較分析 
 電気機器における棚卸資産回転率 
電気機器における各企業の棚卸資産回転率を分析する。電気機器の各年度における棚卸
資産回転率の推移を図 4.5.1-1 に示す。 
 
 
     図 4.5.1-1 電気機器各年度の棚卸資産回転率推移 
 
図 4.5.1-1 より、企業の棚卸資産回転率の推移は図 4.2-1 業種別各年度の棚卸資産回転
率推移表とほぼ同じ傾向である。電気機器の棚卸資産回転率がほぼ一定である。在庫管理
能力は大きく変化していない。在庫管理の大きな改善を行っていないと考えられる。 
NEC は全体的に棚卸資産回転率基準値より高く、年々増加する傾向で在庫管理能力が高い
ことがわかった。またキャノンは平成 22 年度まで上昇して基準値を超えたが、平成 23 年
度急激に下がることがわかった。 
東芝とシャープは平成 19年度まで上昇するが、その後毎年減少する傾向が見られる。こ
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の二社は在庫管理を適切に行っていないことがわかった。 
参考までに輸送用機器のデンソーの年度別棚卸卸資産回転率を表 4.5.1-1 に示す 
 
      表 4.5.1-1 デンソー年度別棚卸資産回転率（回/年） 
平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 
11.508 12.965 12.299 11.180 10.845 9.721 
 
表 4.5.1-1 より、輸送用機器のデンソーは部品メーカーとして、棚卸資産回転率の平均
値が 11.420[回/年]であることがわかった。輸送用機器のデンソーは表 4.3-8 に示す電気機
器の棚卸資産回転率基準値 9.101[回/年]と比べると、高いことがわかった。部品メーカー
は組み立てメーカーより棚卸資産回転率が高い傾向にあることが見受けられた。 
 
 電気機器における棚卸資産回転率変動係数 
電気機器における各企業の棚卸資産回転率変動係数基準値を利用して需要変動に対応す
る能力を分析する。企業ごとの 6 年間の変動係数平均値を図 4.5.1-2 に示す。 
 
 
         図 4.5.1-2 電気機器棚卸資産回転率変動係数 
 
 図 4.5.1-2 より、日立と富士通と三菱電機の変動係数が小さく、シャープと東芝の変
動係数が大きいことがわかった。棚卸資産回転率変動係数の基準値と NEC の棚卸資産回転
率変動係数ほぼ同じであることがわかった。 
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 さらに、電気機器の棚卸資産回転率の増減を図 4.5.1-3 に示す。 
 
 
図 4.5.1-3 電気機器棚卸資産回転率の増減 
 
図 4.5.1-3 より、NEC の棚卸資産回転率が年々少しずつ増加する傾向がわかり、経済状
況に対応する在庫管理能力を改善し続けていることがわかった。 
日立と三菱電機は棚卸資産回転率変動係数が小さく、平成 18 年度から平成 23 年度の棚
卸資産回転率がほかの企業より変化が穏やかであるため、経済状況に対応する在庫管理能
力が高いことがわかった。 
富士通の棚卸資産回転率は高く、変動係数が小さいことがわかった。 
キャノンの棚卸資産回転率変動係数が基準値に近く、平成 23年度以外大きく増減変化し
て全体的に変化がほかの企業より小さいので、在庫管理能力が高いと考えられる。 
ほかの企業は棚卸資産回転率の増減が年度ごとの経済状況に影響され、大きく変化して
いる。そこで激しい変化する企業には在庫管理に関してさらに改善する必要があることが
わかった。 
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4.5.2 専門商社における棚卸資産回転率の比較分析 
 専門商社における棚卸資産回転率 
専門商社における各企業の棚卸資産回転率を分析する。棚卸資産回転率推移を図 4.5.2-1
に示す。 
 
 
図 4.5.2-1 専門商社各年度の棚卸資産回転率推移 
 
図 4.5.2-1 より、企業の棚卸資産回転率の推移は図 4.2-1 の業種別各年度の棚卸資産回
転率推移表とほぼ同じ傾向である。専門商社の棚卸資産回転率が平成 21年度まで上昇する
が、平成 22 年度に急激に下がり、平成 23 年度また大きく上昇することがわかった。これ
は近年の在庫管理が適切に行なわれていないことが考えられる。 
メディパルが棚卸資産の入庫から販売までの期間が短く、在庫管理がほかの企業より適
切に行われていることがわかった。 
スズケンの棚卸資産回転率が低いため、ほかの二社より在庫管理能力は低いことが考え
られる。 
 
 専門商社における棚卸資産回転率変動係数 
専門商社における各企業の棚卸資産回転率変動係数基準値を利用して需要変動に対応す
る在庫調整能力を分析する。企業ごとの 6 年間の変動係数平均値を図 4.5.2-2 に示す。 
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      図 4.5.2-2 専門商社棚卸資産回転率変動係数 
 
図 4.5.2-2 により、アルフレッサの棚卸資産回転率変動係数が一番小さい、メディパル
と（株）スズケンの変動係数がほぼ同じで、両社の変動係数は基準値より大きいことがわ
かった。 
 また企業ごと各年度の棚卸資産回転率の増減を詳しく見る。棚卸資産回転率の増減を図
4.5.2-3 に示す。 
 
 
図 4.5.2-3 専門商社棚卸資産回転率の増減 
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図 5.3.2-3 より、専門商社の棚卸資産回転率増減は 4 回転/年と‐3回転/年左右に大きく
変化している。 
アルフレッサの棚卸資産回転率はメディパルとほぼ同じ高く、変動係数が基準値より低
いで、経済状況に対応する能力は高いと考えられる。 
スズケンの棚卸資産回転率はほかの二社よりずっと低いが、変動係数は大きいため、在
庫管理能力及び経済環境に対応する能力もよくないことがわかった。 
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4.5.3 家電量販店における棚卸資産回転率の比較分析 
 家電量販店における棚卸資産回転率 
家電量販店における各企業の棚卸資産回転率を分析する。棚卸資産回転率推移を図
4.5.3-1 に示す。 
 
 
図 4.5.3-1業種別各年度の棚卸資産回転率推移 
 
図 4.5.3-1 により、この三つの企業は図 4.2-1 業種別各年度の棚卸資産回転率推移表と
ほぼ同じで平成 22 年度まで上昇傾向にあるが、平成 23 年急激に下がることがわかった。
リーマンショック以降、家電量販店は家電エコポイント
注3
で飛躍的に売上を伸びしたで平成
22 年 12 月 1 日以降に家電エコポイントが半減され、さらに適用される商品の基準も厳しく
なり、一転急激に冷え込むことになる現状をよく反映した。 
ヤマダ電機の棚卸資産回転率は全体的に基準値より高くて、ケーズ HDの棚卸資産回転率
が基準値より低いことがわかった。 
 
 家電量販店における棚卸資産回転率変動係数 
家電量販店における各企業の棚卸資産回転率変動係数基準値を利用して需要変動に対応
する能力を分析する。企業ごとの 6年間の変動係数平均値を図 4.5.3-2 に示す。 
                                                  
注3 :リーマンショック以降、世界を襲った未曽有の不況から日本経済をいち早く立ち直らせ
ようと導入された家電エコポイント制度。この制度は、地球温暖化対策や経済の活性化、
そして地上デジタル放送対応テレビの普及を目的とし、一定の基準を満たした地デジ対応
テレビやエアコン、冷蔵庫などを購入すると、様々な商品やサービスと交換できる家電エ
コポイントがもらえるというものです。 
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図 4.5.3-2 家電量販店棚卸資産回転率変動係数 
 
図 4.5.3-2 により、ケーズ HDの棚卸資産回転率変動係数が一番小さい、ヤマダ電機の変
動係数が基準値より高いことがわかった。 
 また企業ごと各年度の棚卸資産回転率の増減を詳しく見る。棚卸資産回転率の増減を図
4.5.3-3 に示す。 
 
 
図 4.5.3-3 家電量販店棚卸資産回転率の増減 
 
図 4.5.3-3 により、棚卸資産回転率の高いヤマダ電機は変動係数も高い、年度別の増減
変化大きく、平成 22 年度から平成 23 年度まで 4.460 回転/年を減少して、平成 21 年度か
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ら平成 22 年度まで 2.278 回転/年を増加することを明らかにする。つまりヤマダ電機の棚
卸資産回転率の変化が大きく、在庫管理をよくコントロールしていないで、需要変化に対
応する在庫管理能力がよくないと考えられる。 
エディオンの棚卸資産回転率が普通で、変動係数が基準値より低く、平成 23 年度業種状
況の影響以外は年々増加する傾向で在庫管理をよくコントロールしたと判断できる。 
ケーズ HD の変動係数が基準値より低いで増減変化も穏やかで需要変化に対応する在庫管
理能力がいいと考えられる。 
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5.在庫管理能力と企業経営収益性の関係 
5.1 収益性分析指標概要 
本研究では収益性を表す指標の中に売上総利益率と売上高営業利益率及び販管費率を分
析対象とする。 
 売上総利益率 
 売上総利益率は収益分析の指標の一つである。企業が提供する商品またはサービスの
競争力、販売力、製造効率を測るために利用される。 
 売上総利益率とは「粗利率」とも呼ばれ、売上総利益の売上に対する構成比を表す指
標で、会計年度期間中の売上総利益を売上で割ったものをいう。計算式として 
 
売上高総利益率＝
売上総利益
売上高
× 100％ ------------------------------------------- 式 3 
 
となっている。 
売上総利益とは売上高から売上原価を差し引いたもの、一般には粗利と呼ばれる。企業
は企業外部から調達した商品や原材料などの財に何らかの付加価値をつけ、もともとの値
段より高い値段で外部に販売することで、その差額から利益を上げている。売上総利益は
その企業の創造する価値のおおもとの源泉となるものである。 
売上高とは企業が製品や商品、あるいはサービスを販売、提供した対価として顧客から
受け取った代金のことである。 
売上原価とは売上として計上された製品、商品、サービスの原価のことである。製品の
原価は製造原価、商品の原価は仕入れ原価となる。 
売上総利益率が企業の収益性を判断するための基本的な指標の一つで、この比率が高い
ほど、収益性は高くなる
(10) - (13)
。 
 
 売上高営業利益率の概要 
 売上高営業利益率は企業の本業の収益力を示す指標である。この指標から、企業が事業
としての活動から稼ぎ出す利益についての収益性が判断でき、経営能率を示すことができ、
企業の本業の収益性の強さや経営能率の良否がわかる。 
 売上高営業利益率とは営業利益を売上高で割ったものをいう。計算式として 
 
売上高営業利益率＝
営業利益
売上高
× 100％ ------------------------------------------- 式 4 
 
となっている。 
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 営業利益は売上総利益から販売費及び一般管理費を差し引いて計算された利益のことを
指す。企業本来の営業活動における利益であり、企業の本業による利益獲得力を示してい
る。 
 売上高営業利益率は売上高に対する企業の営業活動によって得た利益の割合を表すもの
で、この比率が高いほど企業の営業活動が合理的能率的に行われていることを示している。
それに、企業の本業の収益力の強さを表しているので、指標が高いほど、収益力が強いこ
とを示している
(10) - (13)
。 
 
 販管費率の概要 
 販管費率は収益性分析の指標の一つとして、売上高に占める販管費の構成比を表す指標
である。販管費率とは「営業経費率」とも呼ばれ企業がどの程度のコスト割合で運営がで
きているかを見る際に使われる。 
販管費率とは販売費及び一般管理費を売上高で割ったものをいう。計算式として 
 
販管費率＝
販売費及び一般管理費
売上高
× 100％ ------------------------------------------- 式 5 
となっている。 
 
販管費及び一般管理費とは企業の営業活動全般や一般管理業務をすることにより発生す
る費用をいい、大きく分けて、企業の販売活動において直接要した費用である「販売費」
と、財やサービスを生み出すために直接要した費用ではないものの、企業を運営するため
に必要な費用である「一般管理費」の二つから構成される。 
「販売費」は販売手数料、販売促進費（広告費）などが該当する。また「一般管理費」
は間接部門人事・経理などの人件費、事務所を運営するための費用光熱費、家賃など、会
社全他の福祉厚生費、その他の経費交際費、通信費などが該当する。 
 販管費率は、収益性を確認する指標である。販売管理費率が高いということは、販売管
理コストが大きいということである。逆に販売管理費率が低いということは、販売管理コ
ストが小さいということである。一般的に低いほど効率が良いことを示す
(10) - (13)
。 
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5.2 業種別棚卸資産回転率と売上高総利益率の関係分析 
各業種の棚卸資産回転率と売上高総利益率との関係を図 5.2-1 に示す。 
 
 
図 5.2-1 業種別棚卸資産回転率と売上高総利益率の関係 
 
一般的に棚卸資産回転率が高いほど、売上高総利益率が高いというような相関性がある
が、図 5.2-1 より、棚卸資産回転率と売上高総利益率の相関性が低いことがわかった。こ
の結果から、経営収益性を表す指標売上高総利益率は棚卸資産回転率以外の要素に強く影
響されていることを分かった。 
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5.3 業種別棚卸資産回転率と売上高営業利益率の関係分析 
各業種の棚卸資産回転率と売上高営業利益率との関係を図 5.3-1 に示す。 
 
図 5.3-1 業種別棚卸資産回転率と売上高営業利益率の関係 
 
一般的に棚卸資産回転率が高いほど、売上高営業利益率が高いというような相関性があ
るが、図 5.3-1 より、棚卸資産回転率と売上高営業利益率の相関性が低いことがわかった。
この結果から、経営収益性を表す指標売上高営業利益率は棚卸資産回転率以外の要素に強
く影響されていることを分かった。 
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5.4 業種別棚卸資産回転率と販管費率の関係分析 
各業種の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-1 に示す。 
 
 
図 5.4-1 業種別棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
一般的に棚卸資産回転率が高いほど、販管費率が低いというような相関性がある。図
5.4-1 より、棚卸資産回転率と販管費率の相関性があることが見受けられる。棚卸資産回転
率は在庫管理能力を評価する指標、販管費率は収益性を表す指標で、企業の経営収益性は
在庫管理によく影響されることがわかった。 
また業種が違うと、棚卸資産回転率及び販管費率の関係が違うことがわかった。 
さらに、詳しく各業種の棚卸資産回転率と販管費率との関係性を統計分析の相関係数で
検討する。二つの変数は棚卸資産回転率と販管費率である。 
統計分析を行う時、二つの変数の間に関係があるか、また関係がある場合はその関係が
どのくらい強いかを調べる場合、相関係数を利用する。一般的な基準として、二つの変数
の相関関係の強さは相関係数（ｒ）の値によって区分できる
(15)
。 
① R＝－1.00 ：二つの変数の間には完全な負の相関関係がある 
② －1.00‹r‹－0.50 ：二つの変数の間には強い負の相関関係がある 
③ －0.50‹r‹0 ：二つの変数の間には弱い負の相関がある 
④ R＝0 ：二つの変数の間には相関関係は存在しない 
⑤ ０‹ｒ‹0.5 ：二つの変数の間には弱い正の相関関係がある 
⑥ 0.50‹r‹1.00 ：二つの変数の間には強い正の相関関係がある 
⑦ R＝1 ：二つの変数の間には完全な正の相関関係がある 
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 電気機器における棚卸資産回転率と販管費率との相関性検討 
電気機器の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-2 に示す。 
 
 
図 5.4-2 電気機器棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
 相関係数の分析を行った結果、電気機器の棚卸資産回転率と販管費率の間には相関関係がない
ことがわかった。つまり電気機器の棚卸資産回転率は販管費率の影響が小さく、在庫管理能力は
企業の経営収益性に強く関連しないため、在庫管理を優先的に検討しなくてもよいことがわかっ
た。 
 
 自動車における棚卸資産回転率と販管費率との相関性検討 
自動車の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-3 に示す。 
 
 
図 5.4-3 自動車棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
相関係数の分析を行った結果、自動車の棚卸資産回転率と販管費率の間には相関関係がないこ
とがわかった。つまり自動車の棚卸資産回転率は販管費率の影響が小さく、在庫管理能力は企業
の経営収益性に強く関連しないため、在庫管理を優先的に検討しなくてもよいことがわかった。 
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 総合商社における棚卸資産回転率と販管費率との相関性検討 
総合商社の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-4 に示す。 
 
 
図 5.4-4 総合商社棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
相関係数の分析を行った結果、r＝－0.396 で総合商社の棚卸資産回転率と販管費率の間には
弱い負の相関関係があることがわかった。つまり総合商社の棚卸資産回転率は販管費率の影響が
あり、在庫管理能力は企業の経営収益性に関連するため、在庫管理を優先的に検討すべきである
ことがわかった。 
 
 専門商社における棚卸資産回転率と販管費率との相関性検討 
専門商社の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-5 に示す。 
 
 
図 5.4-5 専門商社棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
相関係数の分析を行った結果、専門商社の棚卸資産回転率と販管費率の間には相関関係がない
ことがわかった。つまり専門商社の棚卸資産回転率は販管費率の影響が小さく、在庫管理能力は
企業の経営収益性に強く関連しないため、在庫管理を優先的に検討しなくてもよいことがわかっ
た。 
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 総合スーパーにおける棚卸資産回転率と販管費率との相関性検討 
総合スーパーの棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-6 に示す。 
 
 
図 5.4-6 総合スーパー棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
また相関係数の分析を行った結果、r＝－0.710 で総合スーパーの棚卸資産回転率と販管費率
の間には弱い負の相関関係があることがわかった。つまり総合スーパーの棚卸資産回転率は販管
費率の影響があり、在庫管理能力は企業の経営収益性に関連するため、在庫管理を優先的に検討
すべきであることがわかった。 
 
 家電量販店における棚卸資産回転率と販管費率との相関性検討 
家電量販店の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-7 に示す。 
 
 
図 5.4-7 家電量販店棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
 相関係数の分析を行った結果、家電量販店の棚卸資産回転率と販管費率の間には相関関係がな
いことがわかった。つまり家電量販店の棚卸資産回転率は販管費率の影響が小さく、在庫管理能
力は企業の経営収益性に強く関連しないため、在庫管理を優先的に検討しなくてもよいことがわ
かった。 
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 百貨店における棚卸資産回転率と販管費率との相関性検討 
百貨店の棚卸資産回転率と販管費率との関係を図 5.4-8 に示す。 
 
 
図 5.4-8 百貨店棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
また相関係数の分析を行った結果、百貨店の棚卸資産回転率と販管費率の間には相関関係が
ないことがわかった。つまり百貨店の棚卸資産回転率は販管費率の影響が小さく、在庫管理能
力は企業の経営収益性に強く関連しないため、在庫管理を優先的に検討しなくてもよいことがわ
かった。 
各業種の棚卸資産回転率と販管費率の相関性を分析した結果、総合商社と総合スーパーの二つ
の業種ではこれらの相関性があり、一方他の業種は相関性なしと判断できる。 
この二種の関係を説明するため、相関性がある総合商社と相関性ない百貨店を例として
さらに分析する。総合商社と総合スーパーの企業ごとの棚卸資産回転率と販管費率の関係
を図 5.4-9 と図 5.4-10 に示す。 
 
 
図 5.4-9 総合商社棚卸資産回転率と販管費率の関係 
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図 5.4-9 より、総合商社の各企業は全体的に、棚卸資産回転率と販管費率の相関性が高
く見受けられる。棚卸資産回転率の増加にしたがって、販管費率が減少することを分かっ
た。つまりこの業種の企業の在庫管理能力は強く収益性に影響することが分かった。 
豊田通商と双日は棚卸資産回転率が高く、在庫管理をよく行って販売管理コストが小さ
い。さらに効率が良いため、高い収益性を示している。逆に伊藤忠と住友は棚卸資産回転
率が低く、販売管理コストが大きい。また効率が低く、在庫管理をよく行っていないため、
収益性が低いことがわかった。 
 
 
図 5.4-10 百貨店棚卸資産回転率と販管費率の関係 
 
図 5.4-10 より、百貨店の各企業は全体的、棚卸資産回転率と販管費率の相関性がない。この
業種の企業販管費率がほかの要素にも影響されて棚卸資産回転率には強く影響されていないこ
とが分かった。またこの業種の会社には在庫管理能力は収益性に対して影響が小さいことが分か
り、在庫管理の重要性を強く検討する必要がないことがわかった。 
以上の分析で在庫管理能力と企業経営収益性の関係をまとめると、以下の表 5.4-1 に示す。 
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表 5.4-1 在庫管理能力と企業経営収益性の関係 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 5.4-1 より、総合スーパーと総合商社の在庫管理能力と企業経営収益性の間に負の相関があ
り、在庫管理の改善は企業の収益性につながる。そのため、在庫管理が重要であることがわかっ
た。またもっとも販管費率が高い総合スーパーは相関性も高いため、在庫管理に力を入れる必要
があることも分かった。ほかの業種の在庫管理能力と企業経営収益性の間に相関がない、在庫管
理能力は企業の経営収益性に強く関連しないため、在庫管理が企業経営収益性に対して優先的に
検討しなくてもよいことがわかった。 
  
業種 販管費率（％） 相関性 在庫管理の重要性 
総合スーパー 39.189 
負の相関 
強い 
大 
百貨店 28.000 相関なし 小 
電気機器 22.465 相関なし 小 
家電量販店 20.112 相関なし 小 
自動車 15.679 相関なし 小 
総合商社 12.318 
負の相関 
弱い 
中 
専門商社 7.430 相関なし 小 
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6.おわりに 
6.1 結果 
本研究では自社の在庫管理能力が適切かどうか把握するために、業種別の基準値を設定
した。また業種によって在庫が経営に与える影響が異なることが考えられる。そこで業種
別に棚卸資産回転率と収益性との関係について分析し、在庫が企業の収益性に与える影響
の違いについて分析した。 
まず、業種別棚卸資産回転率基準値を設定した。その結果は百貨店が最も棚卸資産回転
率が高く、25.473 [回/年]であり、最も低いものは家電量販店の 8.895 [回/年]であること
が分かった。 
次に業種別棚卸資産回転率変動係数の基準値を設定した。その結果は自動車が最も変動
係数が高く、0.120 であり、最も低いものは総合スーパーの 0.049 であることが分かった。 
さらに、棚卸資産回転率と収益性の関係を調べるために、棚卸資産回転率と売上高総利
益率、売上高営業利益率、販管費率との関係を分析した。その結果、総合スーパーと総合
商社は棚卸資産回転率と販管費率の間に相関性が見受けられ、他の業種よりも在庫管理の
善し悪しが企業の収益性に影響を与えることが分かった。また在庫管理は総合スーパーと
総合商社の方がほかの業種より重視すべきことがわかった。 
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6.2 今後の課題 
 本研究では、部品メーカーの方が組み立てメーカーよりも棚卸資産回転率が高い傾向が
見受けられた。つまり、サプライチェーン上の位置により、棚卸資産回転率の違いが見受
けられ、今後は業種別の他、サプライチェーン上の位置による分類が必要であることが分
かった。 
 また本研究では研究対象が少ないため、また主に 6 年間の平均データを利用して業種の
状況を分析しているが、今後はより多くの業種と企業を対象として分析し、より詳しく企
業ごとに分析する必要がある。 
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